
 

第7章 方法書についての意見と事業者の見解 

7.1 住民からの意見の概要及びこれに対する事業者の見解 

大阪市環境影響評価条例第 9 条第 1項の規定に基づく、阿部野橋ターミナルビル旧館建替事業に

係る環境影響評価方法書に対する、住民からの市長または事業者への意見書の提出はなかった。 

 

7.2 市長意見及びこれに対する事業者の見解 

大阪市環境影響評価条例第 10 条第 1 項の規定に基づく、阿部野橋ターミナルビル旧館建替事業

に係る環境影響評価方法書に対する、大阪市長の意見と事業者の見解は次のとおりである。 

 

表 7.2.1 方法書についての大阪市長の意見と事業者の見解 

No 大阪市長の意見 事業者の見解 

 １ 全般的事項  

1-1 １）将来における対象事業以外の環境負荷を含め

た予測に関しては、事業計画地周辺で行われる予

定の事業による影響について、可能な限り反映す

るように努めること。 

事業計画地周辺で行われる以下の事業について、関係

機関と連絡をとり、可能な限り予測に反映しました。 
①南商業施設 

②阿倍野再開発事業（A2棟） 

③阿倍野再開発事業（A1-2 棟他） 

④街路事業（道路拡幅） 

⑤歩道橋架替事業 

反映箇所は以下の通りです。(丸数字は上記事業に対応) 
・将来交通量に反映（①②③注１）） 

 ・騒音・低周波音の予測地点に反映（③④） 

 ・気象（風害を含む）に反映（①②③④⑤） 

 ・景観に反映（②③④⑤） 

1-2 ２）施設計画について 

施設の存在及び施設の利用に係る予測について

は、事業計画の熟度に応じ、可能な限り具体的な

計画を示したうえで行うこと。 

施設計画については「1.2.5 事業の内容」に記載しま

した（p2～15）。予測に係る計画の詳細については各予

測項目で記載し、施設の存在及び施設の利用に係る予

測を行いました。 

1-3 ３）交通計画について 

事業計画地周辺は、現状でも交通量の多い地域で

あることから、準備書において予測・評価する際

には、駐車場の利用状況も含めた交通処理につい

て問題がないことを確認すること。 

供用時と工事中の単路部と交差点部における交通処理

を検討し、問題のないことを確認しました。また、駐

車場については十分な容量を有していることを確認し

ています。 (p16, 17) 

1-4 ４）工事計画について 

工事計画は予測の前提であるので、準備書におい

て予測・評価する際にはその詳細を示したうえで

行うこと。 

工事計画の詳細を「1.2.7 工事計画」（p21～26）と

「5.1.2 建設工事に係る前提条件」（p97～101）で示

したうえで、建設機械の稼働による大気、騒音、振動

及び廃棄物・残土の予測・評価を行いました。 

注 1）「阿倍野地区第二種市街地再開発事業 A2棟建設事業に係る環境影響評価書」（大阪市、東急不動産株式会社、平成 20年））

において A2棟以外の阿倍野再開発事業に係る供用前施設の発生交通量が明らかになったため、本評価書では予測に反映

した。 

注 2）ページは「阿倍野ターミナルビル旧館建替え事業に係る環境影響評価準備書」のページを示す。 
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No 大阪市長の意見 事業者の見解 

1-5 ５）環境影響評価項目の選定等について 

(1)地盤沈下について 

本事業では GL-31.4m の深さまで掘削する予定で

あるため、建設工事に伴う掘削や地下構造物の存

在が地盤や地下水の流況に影響を及ぼすことも

考えられるので、準備書では地盤沈下を環境影響

評価項目として選定し、環境影響要因として施設

の存在及び建設工事中の土地の改変を抽出する

こと。 

地盤沈下を環境影響評価項目として選定し（p66,68）、

地盤や地下水の状況等の調査を実施しました。また調

査結果に基づき、被圧地下水位の低下量やそれに伴う

地盤沈下量について予測・評価を行いました。（p273

～289） 

 

1-6 予測にあたっては、地盤の状況に加え地下水位を

把握するとともに、地下水の流況に配慮するこ

と。 

現地調査（ボーリング調査、地下水流向・流速調査）

を実施し、地盤の状況、地下水位及び地下水の流況を

把握しました。この調査結果と浸透流解析で被圧地下

水位の低下量や地盤沈下量について予測・評価を行い

ました。（p273～289） 

1-7  (2)その他 

バードストライクなど鳥類への影響を軽減する

ために事業計画に反映する環境配慮事項につい

て、準備書に記載すること。 

ガラスへの周辺景色の映りこみによる鳥類の衝突を防

止するため、反射率の低いガラスを採用する計画とし

ています。その内容を「第３章 事業計画に反映した環

境配慮の内容」に記載しました。（p64） 

1-8 悪臭については、厨房等の臭気排出口の位置及び

吐出方向、建設工事における低 VOC 資材の採用の

検討などに配慮すること。 

厨房からの臭気排出口を上部に設置する計画としてい

ます。また、外装材はガラスを主体とした工場製品の

取り付けによるものを主体とし、建設工事における

VOC の使用量を抑制する計画としています。 

いずれも「第３章 事業計画に反映した環境配慮の内

容」に記載しました。（p62） 

1-9 文化財については、工事の実施にあたり関係機関

と協議を行い、適切な対応をとるよう配慮するこ

と。 

工事の実施に先立ち大阪市教育委員会等の関係機関と

文化財について協議を行い、適切に対処する計画とし

ています。その内容を「第３章 事業計画に反映した環

境配慮の内容」に記載しました。（p64） 

 ２ 大気質  

2-1 １）現時点では、旧館におけるアスベストの使用

の有無が不明であるため、解体工事を実施する前

にサンプリング調査を実施することなどにより

アスベストの使用状況を的確に把握したうえで、

適正に対応すること。 

事前サンプリング調査によって、アスベストの使用状

況を的確に把握、適正に対応したうえで解体工事をす

すめる計画としています。その内容を「第３章 事業計

画に反映した環境配慮の内容」に記載しました。（p62） 

2-2 ２）工事関連車両については、ルート別の走行台

数が示されていないことから、台数及び走行ルー

トの沿道の土地利用状況等を考慮し、適切な調

査・予測地点となっているかを再度検証するこ

と。 

工事計画の熟度を高め、工事関連車両の台数及び走行

ルートを設定しました。車両の走行が最も多くなると

想定される道路沿道、かつ住居や病院が近接する 5 地

点を、予測地点として設定しました。（p100,129,130） 

注）ページは「阿倍野ターミナルビル旧館建替え事業に係る環境影響評価準備書」のページを示す。 
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2-3 ３）工事計画に基づき細項目ごとに大気汚染物質

の排出量を月別、年度別に示すなど、影響が最大

となる時期について適切に設定したうえで、濃度

予測を行うこと。 

工事計画で月別の建設機械稼働台数及び工事関連車両

台数を記載しました（p98,99）。建設機械の稼働台数及

び排出量から工事期間中の大気汚染物質の排出量を月

別に算出し、排出量が最大となる１年間（3～14 ヶ月

目）を対象に予測を行いました。（p147,148） 

同様に工事関連車両についても、排出量が最大となる

１年間（30～41 ヶ月目）を対象に予測を行いました。

（p168,169） 

2-4 ４）施設関連車両については、荷捌き車両台数が

示されていないことから台数及び走行ルートの

沿道の土地利用状況等を考慮し、適切な調査・予

測地点となっているかを再度検証すること。 

事業計画の熟度を高め、荷捌き車両の台数及び走行ル

ートを設定しました(P84～88)。車両の走行が最も多く

なると想定される道路沿道、かつ住居や病院が近接す

る 5 地点を、調査・予測地点として設定しました。

（p196,197） 

2-5 ５）施設の供用による影響については、駐車場及

び熱源施設からの複合影響について考慮し適切

に予測・評価を行うこと。 

施設の供用による影響として、場内走行車両、熱源施

設等の施設機器及び厨房を排出源に設定して予測・評

価を行いました。（p114～120） 

 ３ 騒音、振動、低周波音  

3-1 １）工事関連車両についての道路交通騒音・振動

の調査・予測地点は、ルート別の走行台数が示さ

れていないことから、台数及び走行ルートの沿道

の土地利用状況等を考慮し、適切な調査・予測地

点となっているかを再度検証すること。 

工事計画の熟度を高め、工事関連車両の台数及び走行

ルートを設定しました。車両の走行が最も多くなると

想定される道路沿道、かつ住居や病院が近接する 5 地

点を、調査・予測地点として設定しました。

（p100,224,225,256） 

3-2 ２）解体工事と建設工事では、工事期間や騒音・

振動の発生状況及び防音対策が異なることから、

それぞれの工種を考慮のうえ、騒音・振動の影響

が最大となる時期において、個別に予測・評価を

行うこと。 

建設機械の月別稼働台数とパワーレベル（振動レベル）

から工事別（解体工事・新築工事）に、騒音や振動が

最大となる月をそれぞれ算出し、その最大となる時期

（解体工事：2～4 ヶ月目、新築工事：昼間 13～15 ヶ

月目、夜間 10,11,27～40 ヶ月目）を対象に個別に予

測・評価を行いました。（p209,210,244,245） 

3-3 ３）周辺住居の存在を踏まえ、特に夜間工事につ

いては、周辺への影響が大きいことから、夜間工

事を実施する際には、具体的な目標を設定するな

ど、予測・評価に特段の配慮を行うこと。 

夜間工事を実施する掘削工事は外部に騒音が漏れにく

い逆打ち工法を計画しています。(p22,23) 

夜間の具体的な環境保全目標を近隣の住居において現

況を著しく悪化させないことと設定し、評価しました。

（p222） 

3-4 ４）施設の供用に伴う騒音・低周波音については、

発生源の諸元及び配置計画に基づいて適切に予

測・評価を行うこと。 

施設計画の熟度を高め、発生源の諸元と音源位置を設

定したうえで、施設の供用に伴う騒音・低周波音の予

測・評価を行いました。（p183～194,263～270） 

3-5 ５）施設の供用に伴う高層住宅（マンション等）

への影響については、騒音・低周波音の発生源の

配置を考慮したうえで、最も影響が大きくなると

考えられる高さについて予測・評価を行うこと。 

施設の供用に伴う騒音・低周波音の高層住宅への影響

を把握するために、対象建物の住居階全フロア高さで

予測を行いました。準備書では、最も影響が大きくな

る高さの予測・評価について記載しました。

（p183,185,263） 

注）ページは「阿倍野ターミナルビル旧館建替え事業に係る環境影響評価準備書」のページを示す。 
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 ４ 廃棄物・残土  

4-1 １）廃棄物の予測にあたっては、発生工程ごとに

その種類を可能な限り細分化したうえで行うこ

と。また、発生抑制及び再生利用等の方策を明ら

かにするとともにその効果を量的に示すこと。 

施設の供用においては、既存施設と類似施設の廃棄物

発生量（8～11 種類に区分）と、発生抑制、再生利用

等の方策・効果を整理し、種類別に発生量を予測しま

した。（p317～322） 

工事中の予測においては、建設副産物を解体工事で 12

種類、新築工事で 15種類に区分し、それぞれの発生量

を予測しました。残土・汚泥についても発生抑制や再

生利用の方策を考慮して予測しました。（p324～327） 

4-2 ２）評価にあたっては、最新の法令及び既存の法

令の見直し等を踏まえたうえでリサイクル率等

の目標を設定し、適切に行うこと。 

施設の供用時においては、既存施設ですでに「容器包

装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法

律」を踏まえた取組みを行っており、現状のリサイク

ル率に基づいてリサイクル量等を予測しました。また、

削減効果の定量化が困難な現在の取組みについても準

備書に記載し、あわせて評価を行いました。（p317～

323） 

工事中の予測においては「建設リサイクル推進計画

2002」の目標値等を踏まえ、リサイクル率を設定しま

した。（p324,325） 

 ５ 地球環境  

5-1 温室効果ガス排出量の抑制方策が明確になるよ

う、事業計画も考慮したうえで、施設の特徴及び

最新の政策を踏まえて、予測・評価を行うこと。 

高効率熱源機器の採用等による CO2 削減量を定量予測

しました。さらに、「大阪府建築物環境配慮評価システ

ム」や、「大阪市地球温暖化対策地域推進計画」を踏ま

えた計画として、熱取得を軽減する建築計画、大温度

差送水・低温送風の採用等の設備による対策と運用・

管理による対策を記載し、あわせて評価を行いました。

（p331～337） 

 ６ 気象（風害を含む）  

6-1 施設の存在による影響の予測の際には、事業計画

地の周辺で行われる予定の事業についても可能

な限り反映するよう努めること。 

風環境に影響を与えると考えられる周辺で行われる事

業（南商業施設、阿部野再開発事業（A1-2 棟、A2 棟）、

街路事業（道路拡幅）、歩道橋架替事業）を模型に反映

して予測（風洞実験）を行いました。（p345～347） 

 ７ 景観  

7-1 近景については、歩行者の視点から街角景観や街

路景観と事業計画との関わり方を適切に把握す

ることが可能な調査地点を選定すること。 

街角景観や街路景観が把握できる地点として阿倍野歩

道橋を視点場に追加し、街路景観と事業計画の関わり

方を把握しました。（p351,352,361） 

注）ページは「阿倍野ターミナルビル旧館建替え事業に係る環境影響評価準備書」のページを示す。 
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